
○平成２２年度新地方公会計制度による財務書類について 

 

・貸借対照表 

貸借対照表は、会計年度末時点で、地方公共団体がどのような資産を保有し

ているのかと、その資産がどのような財源でまかなわれているのかを、対照表

示した財務書類です。貸借対照表により、会計年度末における地方公共団体の

財政状態（資産・負債・純資産といったストック項目の残高）が明らかにされ

ます。 

「資産」は、①将来の資金流入をもたらすもの、②将来の行政サービス提供

能力を有するものに整理されます。「負債」とは、将来、債権者に対する支払

いや返済により地方公共団体から資金流出をもたらすものであり、地方債がそ

の主たる項目です。また「純資産」は、資産と負債の差額であり、地方税、地

方交付税、国庫補助金など将来の資金の流出を伴わない財源や資産評価差額な

どが計上されます。 

 

平成 22 年度の貸借対照表について、資産合計は 63,796 百万円となり、前年

度比 463 百万円の減となりました。内訳は公共資産が 617 百万円の減（対前年

度比△1.2％）、投資等は施設整備のため基金取崩しをしたことにより、927 百

万円の減（対前年度比△16.2％）、流動資産が歳計現金の増に伴い 1,081 百万

円の増（対前年度比+22.4％）になっています。 

 負債合計は 6,650 百万円で、前年度比 71 百万円の減になりました。内訳は

固定負債が地方債の減等により 224 百万円の減（対前年度比△4.1％）、流動負

債が 153 百万円の増（対前年度比+12.3％）になりました。 

 純資産合計は 57,146 百万円で、前年度比 392 百万円の減（△0.7％）となり

ました。



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）

１　　公共資産 53,090 １　　固定負債 5,255
(1)　有形固定資産 52,309 (1)　地方債 2,846
(2)　売却可能資産 781 (2)　長期未払金 377

(3)　退職手当引当金 2,031
２　　投資等 4,793 (4)　その他 1
(1)　投資及び出資金 424
(2)　貸付金 154 ２　　流動負債 1,395
(3)　基金等 3,927 (1)　翌年度償還予定地方債 452
(4)　長期延滞債権等 394 (2)　未払金 835
(5)　回収不能見込額 △ 106 (3)　翌年度支払予定退職手当 0

(4)　賞与引当金 108

３　　流動資産 5,913 負債合計 6,650
(1)　現金預金 5,817
 ①　歳計現金 1,707 公共資産等整備国県補助金等 6,404
 ②　財政調整基金等 4,110 公共資産等整備一般財源等 14,367
(2)　未収金 96 その他一般財源等 6,647
 ①　地方税・その他 134 資産評価差額 29,728
 ②　回収不能見込額 △ 38

純資産合計 57,146
資産合計 63,796 負債・純資産合計 63,796

貸借対照表

資産の部 負債の部

純資産の部



・行政コスト計算書 

行政コスト計算書は、一会計期間において、資産形成に結びつかない経常的

な行政活動に係る費用（経常的な費用）と、その行政活動と直接の対価性のあ

る使用料・手数料などの収益（経常的な収益）を示した財務書類です。これに

より、その差額として地方公共団体の一会計期間中の行政活動のうち、資産形

成に結びつかない経常的な活動について税収等でまかなうべき行政コスト（純

経常費用：純経常行政コスト）が明らかにされます。 

 

平成 22 年度の行政コスト計算書について、経常行政コストの総額は 10,455

百万円でした。性質別では社会保障給付等の、移転支出的なコストが 3,973

百万円で最も大きく（全体比 38.0％）、物件費等の、物にかかるコストが 3,602

百万円（全体比 34.4％）、人件費等の、人にかかるコストが 2,055 百万円（全

体比 19.7％）となっています。 

また行政目的別では、福祉が 3,351 百万円（全体比 32.1％）、教育が 2,049

百万円（全体比 19.6％）、環境衛生が 1,635 百万円（全体比 15.6％）、と主な

部分を担っています。 

 これらの対価収入である経常収益は 275 百万円であり、コストとの差引とな

る純経常行政コストは 10,180 百万円となります。 

 

 

（単位：百万円）
経常費用 10,455

人にかかるコスト 2,055
　（１）人件費 1,674
　（２）退職手当引当金繰入等 273
　（３）賞与引当金繰入額 108
物にかかるコスト 3,602
　（１）物件費 2,231
　（２）維持補修費 370
　（３）減価償却費 1,001
移転支出的なコスト 3,973
　（１）社会保障給付 1,839
　（２）補助金等 974
　（３）他会計等への支出額 992
　（４）他団体への公共資産整備補助金等 168
その他のコスト 825
　（１）支払利息等 819
　（２）回収不能見込計上額 6

経常収益 275
使用料・手数料等 275

純経常行政コスト（差引） 10,180

行政コスト計算書



・純資産変動計算書 

純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各項目が、

１年間でどのように変動したかを表す財務書類です。 

純資産変動計算書においては、地方税、地方交付税などの一般財源、国県支

出金などの特定財源が純資産の増加要因として直接計上され、行政コスト計算

書で算出された純経常費用（純経常行政コスト）が純資産の減少要因として計

上されることなどを通じて、１年間の純資産総額の変動が明らかにされます。 

 

平成 22 年度の純資産変動計算書について、期首純資産残高が 57,538 百万円

であり、収入として地方税 4,920 百万円、地方交付税 1,965 百万円、国県補助

金等の補助金等受入れが 2,207 百万円ありました。しかし、純経常行政コスト

が 10,181 百万円かかり、また資産評価変動額が 2,013 百万円の減となったた

め、期末純資産残高は 392 百万円減の 57,146 百万円となりました。 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：百万円）
57,538

△ 10,181
11,462

　地方税 4,920
　地方交付税 1,965
　補助金 2,207
　その他 2,370

19
△ 2,013

321
57,146

無償受贈資産
期末純資産残高

内
訳

純資産変動計算書

期首純資産残高
純経常行政コスト
財源調達

臨時損益
資産評価替



・資金収支計算書 

資金収支計算書は、一会計期間における地方公共団体の行政活動に伴う現金

等の資金の流れを性質の異なる三つの活動に分けて表示した財務書類です。現

金等の収支の流れを表したものであることから、キャッシュ・フロー計算書と

も呼ばれます。 

 

平成 22 年度の資金収支計算書について、まず経常的収支の部において、支

出では人件費が 1,982 百万円、物件費が 2,231 百万円、社会保障給付が 1,838

百万円など合計 8,214 百万円となり、収入では地方税 4,884 百万円、地方交付

税 1,965 百万円、国県補助金等 1,912 百万円など合計 11,183 百万円となった

ため、収支額は 2,969 百万円になりました。 

 公共資産整備収支の部では、支出に 1,509 百万円かかったのに対し、収入が

642 百万円であったため、収支額は 867 百万円の資金不足となりました。 

 投資・財務的収支の部では、支出に地方債償還額として 482 百万円、基金積

立額 321 百万円、他会計等への公債費充当財源繰出支出 294 百万円等、合計

1,140 百万円要したのに対し、収入は貸付金回収額が 52 百万円等合計 69 百万

円であったため、収支額は 1,071 百万円の資金不足となりました。 

以上から、公共資産整備及び投資・財務的収支で発生した 1,938 百万円の資金

不足額は、経常的収支でその補てんを行いました。 

 



 

（単位：百万円）
経常的収支 2,969

人件費 1,982
物件費 2,231
社会保障給付 1,838
補助金等 975
支払利息 81
他会計等への事務費等充当財源繰出支出 718
その他支出 389

支出合計 8,214
地方税 4,884
地方交付税 1,965
国県補助金等 1,912
地方債発行額 0
基金取崩額 1,103
その他収入 1,319

収入合計 11,183

公共資産整備収支 △ 867
公共資産整備支出 1,341
公共資産整備補助金等支出 168
他会計等への建設費充当財源繰出支出 0

支出合計 1,509
国県補助金等 295
地方債発行額 194
基金取崩額 153
その他収入 0

収入合計 642

投資・財務的収支 △ 1,071
投資及び出資金 0
貸付金 42
基金積立額 321
定額運用基金への繰出支出 1
他会計等への公債費充当財源繰出支出 294
地方債償還額 482

支出合計 1,140
国県補助金等 0
貸付金回収額 52
地方債発行額 0
公共資産等売却収入 0
その他収入 17

収入合計 69

当年度歳計現金増減額 1,031
期首歳計現金残高 676
期末歳計現金残高 1,707

資金収支計算書


